
 

 

財務書類４表について 

 

地方公共団体の会計は、現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」が採用されている。この

制度は、現金の動きがわかりやすい反面、資産や負債などのストック情報や行政サービスを提供

するために発生したコスト情報が不足しているため、近年「発生主義・複式簿記」による企業会

計的手法を導入する動きが広がっている。 

国においては、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（H18.8.31）を示

すなど、地方に対し公会計や資産・債務管理の改革を進めている。 

須坂市では平成 11 年度決算から貸借対照表（バランスシート）を作成し公表しているが、20

年度決算から「新地方公会計制度実務研究会報告書」（H19.10.17）に基づく新たな財務書類とし

て、『貸借対照表』、『行政コスト計算書』、『純資産変動計算書』、『資金収支計算書』の４表を作成

している。 

 

財務書類作成の前提条件 

①財務書類モデル 総務省方式改訂モデル 

②対象範囲 普通会計 

③対象年度 平成２１年度（基準日平成 22 年３月 31 日） 

※出納整理期間（H22.4.1～H22.5.31）含む 

④固定・流動の区分 原則として基準日の翌日（平成 22 年４月１日）から１年以内に

入出金するものを流動資産・負債とし、それ以外のものを固定資

産・負債とする一年基準を採用 

⑤有形固定資産の評価基準 取得原価主義…取得に要した実際の経費とした。（取得原価は昭

和 44 年度以降の地方財政状況調査（決算統計）における普通建

設事業費のデータを使用） 

個別の資産評価は今後段階的に整備 

⑥減価償却 土地を除く有形固定資産の減価償却は、行政目的別・種別の耐用

年数による定額法（毎年度一定の額を取得原価から差し引く方

法） 

⑦退職手当引当金 全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な退職手

当の見込額を計上 

 



１ 貸借対照表 

これまでの行政活動によって、どのような資産がどのような負担で形成され、蓄積してきた

のかを表している。 

 

 

                 ＝           ＋ 

 

 

科目説明（主なもの） 

［資産の部］ 

１⑴有形固定資産 土地や建物の不動産など保有が長期に及ぶ資産 

（有形固定資産の科目組替） 生活インフラ・国土保全⇒土木費、教育⇒教育費、福祉⇒民生費、

環境衛生⇒衛生費、産業振興⇒農林水産業費、労働費、商工費 

消防⇒消防費、総務⇒総務費、その他 

⑵売却可能資産 有形固定資産のうち未利用資産等売却が可能な資産 

２⑴投資及び出資金 公営企業や外郭団体などへの出資金や有価証券等 

⑵貸付金 商工、教育関係の貸付金など 

⑶基金等 特定の目的のために積み立てられ、または運用するために設けら

れた資金や財産のうち保有が長期に及ぶもの 

⑷長期延滞債権 市税などの収入未済額のうち１年以上未収のもの 

⑸回収不能見込額 時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれるもの

３流動資産 原則として１年以内に現金化される資産 
⑴現金・預金 現金及び流動性の高い基金など 
③歳計現金 当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越残高） 

⑵未収金 市税などの収入未済額のうち過去１年以内に発生したもの 
［負債の部］ 
１固定負債 返済期限が１年を超える債務 
⑶引当金 将来における特定の支出に対する準備額 

２流動負債 返済期限が１年以内の債務 
⑸賞与引当金 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち当年度分 

 
［純資産の部］ 資産形成に充てられた返済の必要のない財源 
 
※１他団体及び民間への支

出金により形成された資産 

他団体や民間企業等に支出した資産形成に係る補助金・負担金等

及びその財源（市の資産ではないため貸借対照表には未計上） 

※４一般会計等の将来負担

に関する情報 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、「将来負

担比率」の算定根拠となった債務負担行為額や公営企業の負債に

対するものなど将来の負担が見込まれる債務 

【資産】（住民の財産） 

将来の世代に引き継ぐ社会資

本や債務返済の財源等の金額 

【負債】（財源）

将来世代の負担

【純資産】（財源） 

これまでの世代の負担



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 14,322,061

①生活インフラ・国土保全 33,896,335 (2) 長期未払金

②教育 20,656,859 ①物件の購入等

③福祉 5,441,953

④環境衛生 1,523,223 ③その他

⑤産業振興 6,432,290 長期未払金計 0

⑥消防 1,052,583 (3) 退職手当引当金 3,951,533

⑦総務 1,650,016 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 70,653,259 固定負債合計 18,273,594

(2) 売却可能資産 3,776

公共資産合計 70,657,035 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,631,610

２　投資等 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,022,733 (4) 翌年度支払予定退職手当 398,765

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 208,992

投資及び出資金計 2,022,733 流動負債合計 2,239,367

(2) 貸付金 261,226

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 20,512,961

①退職手当目的基金 102,235

②その他特定目的基金 2,225,280

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 6,567 １　公共資産等整備国県補助金等 10,884,273

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,334,082 ２　公共資産等整備一般財源等 54,941,415

(4) 長期延滞債権 618,802

(5) 回収不能見込額 △ 146,032 ３　その他一般財源等 △ 6,854,183

投資等合計 5,090,811

４　資産評価差額 3,776

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 58,975,281

①財政調整基金 2,631,502

②減債基金 474,943

③歳計現金 519,134

現金預金計 3,625,579

(2) 未収金

①地方税 138,964

②その他 10,634

③回収不能見込額 △ 34,781

未収金計 114,817

流動資産合計 3,740,396

資　　産　　合　　計 79,488,242 負 債 ・ 純 資 産 合 計 79,488,242

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

千円）

③その他 千円
※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち11,907,941千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　一般会計等の将来負担に関する情報

　一般会計等の将来負担額 39,509,954 千円

　[内訳]　一般会計地方債残高 16,056,097 千円 16,056,097 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 243,184 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 18,556,162 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 236,245 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,350,298 千円 4,350,298 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 67,968 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 35,580,656 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 6,078,990 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 4,326,756 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 25,174,910 千円
　(差引)一般会計等が将来負担すべき実質的な負債 3,929,298 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は19,814,866千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は49,116,685千円です。

②債務保証又は損失補償

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

（うち共同発行地方債に係るもの)

貸借対照表
(平成22年3月31日現在)
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地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額



２ 行政コスト計算書 

当該年度に行った経常的な行政活動のうち、ごみ収集や福祉サービスの提供といった資産の

形成には結びつかないサービスに係る経費及び財源の動きを表している。 

 

【経常行政コスト】 

１⑴人件費 給与費（報酬、職員給、各種手当等）から退職手当及び前年度賞

与引当金を除いた金額 

⑵退職手当引当金繰入等 当該年度に引当金として新たに繰り入れた額など 

⑶賞与引当金繰入額 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち当年度分 

２⑴物件費 旅費、備品購入費、委託料、光熱水費などの経費 

⑵維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費 

⑶減価償却費 有形固定資産が経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる

金額 

３⑴社会保障給付 児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護な

どに要する経費 

⑵補助金等 各種団体に対する補助金など 

⑶他会計への支出額 特別会計など他会計に対する財政的な支援金額 
⑷他団体等への公共資産

整備補助金等 
貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金により

形成された資産」の当該年度分支出額 
４⑴支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

⑵回収不能見込計上額 時効等により徴収不能と見込まれる市税や使用料・手数料など 
⑶その他行政コスト 災害の復旧に要した経費など 

【経常収益】 
１使用料・手数料 施設を利用した際に徴収する料金や、戸籍や住民票、税務証明の

発行など公の役務の提供に対し徴収する料金 
２分担金・負担金・寄付金 分担金・負担金、寄付金 
（差引） 
純経常行政コスト 経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数

料や負担金・分担金などの経常収益を差し引いた金額 
 



行政コスト計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,720,958 22.7% 324,650 541,556 854,527 297,094 231,378 624,043 679,541 168,169 0

（２）退職手当引当金繰入等 391,227 2.4% 36,867 46,405 88,331 37,825 25,786 79,254 70,897 5,862 0

１ （３）賞与引当金繰入額 208,992 1.3% 16,560 29,788 48,895 16,912 12,732 35,670 38,821 9,613 0

小　　計 4,321,177 26.4% 378,077 617,749 991,753 351,831 269,896 738,967 789,259 183,644 0

（１）物件費 2,437,899 14.9% 110,755 971,856 283,197 449,831 139,176 55,750 412,372 14,962 0

（２）維持補修費 184,261 1.1% 66,064 35,314 5,792 54,658 15,782 2,039 4,612 0

（３）減価償却費 2,238,331 13.7% 681,240 589,517 313,060 110,313 401,456 71,192 71,553

小　　計 4,860,491 29.7% 858,059 1,596,687 602,049 614,802 556,414 128,981 488,537 14,962 0

（１）社会保障給付 2,329,493 14.2% 72,112 2,195,953 61,428

（２）補助金等 1,883,133 11.5% 114,021 122,802 318,948 144,132 141,636 37,012 1,000,260 4,322 0

３ （３）他会計等への支出額 2,389,716 14.6% 994,940 0 1,245,921 13,714 108,417 25,480 1,244 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

236,412 1.4% 24,360 431 33,030 774 170,150 1,484 6,183 0

小　　計 6,838,754 41.8% 1,133,321 195,345 3,793,852 220,048 420,203 63,976 1,007,687 4,322 0

（１）支払利息 309,895 1.9% 309,895

（２）回収不能見込計上額 25,820 0.2% 25,820

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 335,715 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 309,895 25,820 0

16,356,137 2,369,457 2,409,781 5,387,654 1,186,681 1,246,513 931,924 2,285,483 202,928 309,895 25,820 0

（　構　成　比　率　） 14.5% 14.7% 32.9% 7.3% 7.6% 5.7% 14.0% 1.2% 1.9% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 597,640 88,376 12,712 300,973 66,169 1,458 567 26,558 0 18,769 0 82,058

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 448,774 172 4,000 126,172 33,075 119 257,937 10,645 0 383 0 16,271

1,046,414 88,548 16,712 427,145 99,244 1,577 258,504 37,203 0 19,152 0 98,329

ｄ／ａ 6.40% 3.7% 0.7% 7.9% 8.4% 0.1% 27.7% 1.6% 0.0% 6.2% 0.0%

15,309,723 2,280,909 2,393,069 4,960,509 1,087,437 1,244,936 673,420 2,248,280 202,928 290,743 25,820 0 △ 98,329
（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



３ 純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部について、期首残高（H21.3.31）から期末残高（H22.3.31）までの

純資産の増減の動きを表している。（横軸に資産を構成する財源等、縦軸に税収や国県補助金相

当額の減価償却などの変動要因を表示） 

 

公共資産等整備国県補助金等 

   〃   一般財源等 

貸借対照表の有形固定資産､投資及び出資金、貸付金、基金を形

成している財源 

その他一般財源等 貸借対照表の公共資産等整備以外の財源 

資産評価差額 貸借対照表に計上されていた金額と売却可能価額との差額 

 
地方税 市民税、固定資産税、都市計画税等 

地方交付税 普通交付税、特別交付税 

その他行政コスト充当財源 地方譲与税、地方消費税交付金など 

補助金等受入 国庫支出金、県支出金 

臨時損益 経常的でない特別な事由に基づく損益 

公共資産除売却損益 公共資産の除売却による損益 

科目振替 純資産を構成する科目相互間での資金の変動を明示するため設

けられた項目 

公共資産整備への財源投入 貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源の変動 

公共資産処分による財源増 土地の売却など資産処分による財源の変動 

貸付金・出資金等への 
財源投入 

貸借対照表の投資及び出資金、貸付金、基金に投じられた財源の

変動 
貸付金・出資金等の回収等に 
よる財源増 

投資及び出資金、貸付金、基金の返済等による財源の変動 

減価償却による財源増 減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財源等へ

振替 
資産評価替えによる変動額 売却可能資産として新たに貸借対照表に追加計上したことに伴

う変動額や資産評価替えを行った場合の差額 

 

４ 資金収支計算書 

支出を性質に応じての３つに区分し、それに対応する財源を収入として表している。 

 

１経常的収支の部 市政を運営する上で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

２公共資産整備収支の部 道路や学校、公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成のため

の支出及び財源 

３投資・財務的収支の部 公営企業や外郭団体への出資金・貸付金、地方債の元金償還額な

どの経費及び財源 

※２基礎的財政収支 公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的な財政収支 

 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 58,173,329 10,899,644 54,049,367 △ 6,785,390 9,708

純経常行政コスト △ 15,309,723 △ 15,309,723

一般財源

地方税 6,097,075 6,097,075

地方交付税 4,884,612 4,884,612

その他行政コスト充当財源 1,516,862 1,516,862

補助金等受入 3,605,683 385,220 3,220,463

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 3,667 3,667

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,184,775 △ 1,184,775

公共資産処分による財源増 0 0 9,708 △ 9,708

貸付金・出資金等への財源投入 1,842,260 △ 1,842,260

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 1,497,201 1,497,201 0

減価償却による財源増 △ 400,591 △ 1,837,740 2,238,331 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,199,954 △ 1,199,954

資産評価替えによる変動額 3,776 3,776

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 58,975,281 10,884,273 54,941,415 △ 6,854,183 3,776

純資産変動計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は34千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

309,895

1,229,737

184,261

12,716,990

4,342,572

2,437,899

2,329,493

1,883,133

425,800

479,631

678,400

86,045

6,013,157

4,884,612

3,195,030

534,613

1,946,342

23,082

2,205,836

410,653

236,412

976,065

17,273,353

4,556,363

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 1,159,745

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,234,289

469,400

117,929

48,109

1,046,091

0

1,276,540

100,000

0

817,553

1,168,203

0

4,992,837

500

1,772,292

△ 86,749

605,883

519,134

13,375

119,555

1,509,470

△ 3,483,367

0

2,082,153
368,571

1,033,287

19,828,914
1,147,800

182,888
19,915,663


